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1. はじめに	
 
	
 
小型加速器の開発は、日本では1970年後半から始まった。当初、サイクロトロンは原子核実験に用いら
れたため、どちらかといえば高エネルギーの加速を目指し、大型化の傾向にあった。わが国では理化学

研究所や大阪大学、東京大学原子核研究所での研究開発が進み、重量にして	
 １００トンから４００トン

という、一体型マグネットのサイクロトロンが次々に開発されることとなる。１９８０年代に入り、大

型化はますます拍車をかけ、分離セクター型のサイクロトロンが理研（写真１）と大阪大学で建設され

た。	
 一方、サイクロトロンは、小型でも比較的高エネルギーのイオンを加速できることから、医療、産

業応用の小型サイクロトロンの開発が始まりつつあった。医療ではPET（陽電子放射断層写真）に用い
る短半減期のトレーサー(11C,13N,	
 15O,	
 18F)を製造するためのサイクロトロンがメーカーの手によって開

発された。日本では、日本製鋼所（JSWが理研と共同開発を行い、陽子で１０MeVの超小型サイクロトロ

ンの開発を成功させた。本装置は日本最初の病院内サイクロトロンとして、東京都中野病院に納入され

た。	
 

１９８０年には住友重機械がPET用小型サイクロトロンをフランスのCGR－MeV社と共同で開発し、１
８８２年に１号機を京都大学付属病院に納入した。以降１９８０年代は、１年間に１～２台程度の生産

台数で低迷しながら経過する。１９９０年代に入り、負イオン型の加速器が開発され、操作性、信頼性

が向上した。また時を同じくして、放射性薬剤のFDG（Fluoro Deoxy Glucose）の製造方法に、水ター
ゲットを用いて製造する方法（ハマッハー法）が採用され、癌診断の保険適用とあいまって急速にマー

ケットが花開くこととなる。	
 
	
 

２．PET用小型サイクロトロン	
 
	
 
Positron Emission Tomography (PET) による、代
謝機能の診断技術が１９８０年代に黎明期を迎え、

PET診断トレーサ製造用のサイクロトロンが次々
に開発された。PETに用いられる放射性同位元素は、
陽電子崩壊を起こす比較的軽い元素が用いられた。

これらの元素の製造には、１０～１５MeVの陽子と、
８MeV前後の重陽子が用いられた。主な核反応を表
１に示す。	
 

	
 
	
 製造に必要なビーム電流値は１０～５０µＡ程度
とされた。１９８０年代はPETサイクロトロンの第
１段階の開発期で、日本では日本製鋼所、住友重機

械（写真２）、少し遅れて島津製作所が小型サイク

ロトロンの自社開発を行った。海外ではTCC社（米）、
SCANDITRONIX社（スウェーデン）、CGR-MeV
（仏）が相次いで新型機種を開発し、PET市場に期
待を掛けた。 この第１期のサイクロトロンは、プ
ラス・イオン（ｐ、ｄ）を加速し静電デフレクタで

引き出すタイプが主流であった。各社とも、小型化

を目指していたので、引き出し半径を小さくするた

めに、平均磁場を高い値に設計する傾向が主流であ

った。 そのため、磁石の平均ギャップを小さくし、
また磁場のフラッター（磁場の山谷の強度）を下げ



て、セクターにスパイラル角度を付けたたものが多かっ

た。 その結果、以下に示すような設計限界に起因する
不安定性が見受けられた。 
 
１）	
 磁極ギャップが小さいため、高周波電極の放電が

多く発生。電圧を３５ｋV程度に。	
 
２）	
 磁場が高いので、引き出し静電デフレクタの電界

強度が高く放電が頻発した。	
 

３）	
 磁場が高く、加速電圧が低いため、引き出しのタ

ーンセパレーションが小さくなり、引き出し効率が

５０％程度に留まった。	
 そのため、セプタム電極

がビームで溶融するなどのトラブルが発生した。	
 

	
 日本製鋼所のベビーサイクロトロンは、磁極の谷（バ

レー部）に加速電極を配置し、セクターギャップを小さ

く出来る設計であったが、静電デフレクタを、加速電極

同様にバレー部に配置させる必要があったため、スパン

アングルが十分に取れず、電界強度を上げざるを得ない

設計となっていた。	
 また、デフレクタは、ビームの約

半分が損失する場所であったので、その放射化はメンテ

ナンス時に作業者の被曝を伴う“厄介な代物”であった。	
 
	
 

３．負イオン加速への挑戦	
 
	
 

１９９０年に入り、TCC社からドロップアウトしたエン
ジニアたちが、負イオン加速の技術を駆使して、CTI社
から画期的なPET用サイクロトロンを発売した。（CTI
社RDS１１２）。時を同じくして、OXFORD社は超伝導
の負イオンサイクロトロンを、IBA社はCYCLONEシリ
ーズと続々と新規参入のメーカーが増えた。負イオン加

速器の特徴は下記に示すとおりで、今までのサイクロト

ロンの問題点を一挙に解決するような『夢のサイク

ロトロン』であった。	
 

１）	
 引き出し効率１００％で残留放射能無し。	
 

２）	
 ２ポート同時照射可能。（図２参照）	
 	
 

３）	
 デフレクタが無く安定運転	
 

４）	
 ビームサイズが小さく	
 

	
 	
 	
 ターゲット水の容積を２cc以下に出来る。	
 

５）	
 自己シールドで普通の建屋にも設置可能	
 

	
 

	
 負イオン加速の技術は、当時の国産メーカでは対応

が難しいと考えられていたが、住友重機械は２年間

の開発期間を掛けて９１年に純国産の負イオン加速

器『HM-18』を市場投入した（写真３）。さらに、日
本鋼管はOXFORD社の超伝導サイクロトロンの輸入
販売で新規参入をすることになる。一方、それまで

の国産サイクロトロンのパイオニアである日本製鋼

所は、自力開発を断念し、米国CTI社からの輸入販売
を選択した。	
 

負イオン加速器の特徴がユーザーに理解されるに

つれて、正イオン型のサイクロトロンはPET市場か
らは駆逐された。その様子を図１に示す。	
 

特に２００２年の保険適用を受けてからのPETサイ
クロトロンの需要は爆発的に伸びており、２００４

年末には設置台数は１００台を超える勢いである。	
 



	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

４．	
 省エネへの挑戦	
 

	
 
第１世代の小型サイクロトロンで、小型化の落とし

穴は、磁場を高くして、引き出し半径を出来るだけ小

さくするところに有った。磁場を上げるために、磁石

コイル電流が急激に高くなり、そのために消費電力が

１００ｋWを超える有様だった。（図３）	
 	
 
その後、負イオン加速の開発に伴い磁場を下げて、

消費電力を下げる努力が行われた。	
 さらに省エネルギ

ーを目指した超伝導サイクロトロンは、コイルの消費

電力は小さいものの、液体ヘリウムの充填やメンテナ

ンスにコストが掛かるというデメリットがあった。そ

のためOXFORD社の『オスカー』は後継機の開発を
断念し、市場から消える運命をたどった。小型化によ

り、本来病院サイドが受けるメリットは『低コスト』

でなければならなかったのだ。	
 

	
 

５．	
 自己シールドへの挑戦	
 	
 
	
 

１９９０年に登場したCTI社製のRDS112は洗練され
たデザインの自己シールドを持つ画期的な装置であ

った。その後継機RDS111もまたよりコンパクトな自
己シールドを標準装備した装置である（写真４）	
 

	
 一方ヨーロッパの老舗であったスカンジトロニク

スは、サイクロトロンのビジネスに失敗し、倒産に至

るが、GE（米国）がPET部門を買収し、新たな負イ
オン加速器の開発投資を行っていた。１６MeVクラス



の『PETTrace』で成功収めたGEは、世界最小の自己シ
ールド型サイクロトロン『MINITrace』（写真５）を開発
した。	
 国産マシンで本格的な自己シールドを持たなかっ

た住友重機械は、GE社の技術導入を決断。	
 １０MeVク
ラスのミニトレースを国内で販売すると共に、GEの技術
を買い取り国産化を行うことになる。	
 

この装置の特徴は、設置面積を最小にするため、サイク

ロトロン本体を垂直に立てた形にしているところにある。

こうすることで、ビームの前方方向を床方向に限定でき、

シールドの厚みを減らすことに成功している。	
 加えて、

『観音開き』構造をもつ自己シールドは、床へのレール

設置の必要も無いので、設置工事の短期化にも一役買っ

ている。	
 

	
 

６．高収量への挑戦	
 	
 
	
 

国内で院内サイクロトロン市場が立ちあろうとしている頃、米国と欧州では、FDGのデリバリサービス
が立ち上がろうとしていた。院内でのFDG製造と異なり、デリバリメーカーでは１回の照射で大量の
FDGを合成する必要が出てきた。そのために、サイクロトロンのターゲットからの18Ｆ収量も、２時間

照射で８Ｃｉ（３００ＧＢｑ）を超える性能が

要求され始めた。このようなユーザーの要求に

答えるため、各社は、大強度のビーム電流に耐

えうるサイクロトロンとターゲットの開発を進

めた。ＧＥ社は、このデリバリーマーケットで

成功したが、専用機であるPETTraceは、２時間
照射 
8Ciの18Fを保証している。またCTI社もイオン源
の改良を行い、 2時間で６Ciの能力を持つ
『Ecrips』を発売した。大量のビーム照射に耐
えうるため、各社は２ｃｃ程度の水ターゲット

に１ｋW以上ものビームを照射できる冷却構造
の改良に腐心した。当初、材料はチタンが主流

であったが、大量の熱を冷却するために、銀や

ニオブなどが用いられるようになった。また、

高温になってもターゲット水が沸騰しないよう

に、３０～４０気圧まで加圧するような構造が採用

された。耐圧を上げるためにフォイルを厚くするわ

けに	
 



は行かないので、フォイル直径は益々小さくなり直径１２～

１５ｍｍまで小型化された。	
 国産では住友重機械も高収量

のターゲットの開発に取り組み、HM-18では２時間で１０
Ciの収量を達成している。	
  
さらに、PET用サイクロトロンとしては中型クラスとなる自
己シールド型の『HM-12S』を開発し、高収量化を達成して
いる（写真６）。２ポート同時照射で７Ci／２時間および、
シングル照射でも５Ci／２時間の性能を引き出すまでに至
っている。	
 
	
 

	
 

７．最後に  
 
	
 小型サイクロトロンの開発の歴史と、開発の目標、技術的な課題等について概説した。 単に小型化だ
けではマーケットの広がりはこれほどまでには望めなかったと思われる。メーカー各社のコストダウン

による低価格化と、信頼性向上の活動があって初めて、現在の PETマーケットの急激な立ち上がりが達
成されている。  

 
	
 日本のマーケットは２００１年の、FDG薬剤の保険適用を受けて、１５０台程度のPET用サイクロト
ロンの普及が予測されている。しかしながら、北米と欧州の状況を見ていると、デリバリーが始まるに

連れて、サイクロトロンの設置台数も頭打ちになる懸念がある。 日本のマーケットが飽和状態になると、
アジアでは中国市場に自ずと熱い期待がかかってくる。 事実、中国ではPETの市場が開けつつあり、今
後の小型サイクロトロンの主戦場は中国になる可能性が高い。 また近い将来は、中国国内で生産された
サイクロトロンが、低価格で市場を席巻する可能性も出てくるだろう。 
 
注記：この原稿は２００４年当時に上梓されたが、２０１３年４月現在でのPET用サイクロトロンの国
内普及台数は、１５０台以上となっている。また中国市場は大きく増加し毎年１６台から２０台のペー

スで新規にサイクロトロンが導入されている。その結果、累積設置台数は１００台を超えようとしてい

る。しかしながら、当時予想された中国製のサイクロトロンの市場参入はまだ無い。



 


